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最低賃金についての意見書

１ 団体あるいは事業所の名称等

○ 名称 ○ 意見発表者

協同組合岡山鉄工センター 役職 事務局長

氏名 上田哲也

２ 賃金の動向

連合が７月５日に発表した 2022年春闘の最終集計結果によると、基本給を底上げす
るベースアップと定期昇給を合わせた平均賃上げ率は 2.07％（6,004円）で、前年を 0.29
ポイント（824 円）上回った。うち 300 人未満の中小組合は 1.96%（4,843 円）で、前
年同期に比べ 0.23ポイント（555円）増となっている。
また、岡山県経営者協会が発表した６月２３日現在の県内企業の賃上げ率は、1.99

％、5,069円となっている。

３ 上記特定最低賃金が適用される業種の経済情勢及び今後の見通し

帝国データバンクが６月１７日～３０日に調査した景気動向調査によると、製造業

の景気動向指数（ＤＩ）は 40.8 で前月比 0.2 ポイント減で、２か月連続で悪化してい
る。

自動車部品などを製造する「輸送用機械・器具製造業」（同 0.8 ポイント減）、「化
学品製造業」（同 0.6 ポイント減）は３カ月連続で悪化しており、半導体不足に加え、
上海ロックダウン・韓国ストライキなど部品供給の停滞も拍車をかけ、メーカーから

の受注が大きく落ち込んでいるなどの声が聞かれ、サプライチェーンの混乱による影

響が続いている。

また、原材料価格の高騰が続くなか、『製造』の仕入れ単価ＤＩは 78.6（同 0.3 ポイ
ント増）、販売単価ＤＩも 60.9（同 0.7 ポイント増）となり、高水準での推移が継続し
た。

次に、私どもの組合においては中国電力から共同受電で高圧電力の供給を受けてい

るが、昨年から燃料費調整単価が異常に高騰しており、経営に大きな影響を受けてい

る。

電力料金の推移 単位：円

年 ／月 燃料費調整単価/KW 使用電力量 燃料費調整額 電力料金

2022／７ ５．２２ 928,406 4,846,279 22,681927
2021／７ ▲０．９１ 924,792 ▲ 841,560 15,618,867
2020／７ ▲０．８０ 941,664 ▲ 753,331 16,034,931
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さらに、８月の燃料費調整単価は高圧電力で１Ｋｗ当たり 6.72円、９月は 9.01円と
なることから、さらに大きな打撃となる。

４ その他の特記事項（雇用情勢等）

最低賃金の引き上げは本来、低スキル労働者を中心に就業時間を増やそうとするイ

ンセンティブを与える。しかし日本では反対に、短時間労働に従事する女性配偶者な

どに対して就業の抑制を促している点に留意する必要がある。パートタイム労働者は

時給が上昇すると労働時間が減少するという傾向が顕著に見られ、その結果、年収は

わずかな増加にとどまっている。

扶養の範囲内で働きたい人は時給が上がった分、働く時間を短くするだろう。最低

賃金は上がるのに、中小企業、特に零細企業はその分を価格に上乗せできず、利益の

確保ができない状況にある。

最低賃金で働く短時間労働者の多くは主婦や学生などであり、貧困層ではない。

５ 上記特定最低賃金改定の必要性について

最低賃金の審議では生計費、賃金、通常の事業の支払い能力が重視される。

2022 年７月分の「2020 年基準 消費者物価指数 全国」の総合指数は 102.3 で前年同
月比 2.6%の上昇、岡山市の総合指数でも 102.1、前年同月比 2.3%の上昇となっている。
次に、岡山県経営者協会が調査した県内企業の 2022 年賃上げ率は、製造業で 2.11%

となっている。

県内景気は、新型コロナウイルス感染症の影響などから、弱めの動きとなっている。

これらにより、特定最低賃金の改定はある程度やむを得ないと考える。

６ ５の必要性ありの場合、改定に対する意見

最低賃金の引き上げには、その前提として名目３％、実質２％の経済成長が必要で

あると言われている。また、景気の回復が必要であることから、現状ではその状況に

ない。

岡山県最低賃金審議会は、県内の最低賃金（時給）を現行の 862円から 30円引き上
げて 892 円とするよう答申した。3.48%もの引き上げであるが、その根拠が理解でき
ない。昨年と同様、中央最低賃金審議会の答申をそのまま適用したとしか考えられな

い。

製造業は好調と言われるが、それは大企業であって、中小・零細企業では原材料費

の高騰と感染状況の悪化で事業環境は一段と悪化している。企業業績は二極化してお

り、最低賃金を引き上げる際には、賃金支払い能力が一様に高まっていないことへの

配慮が必要だ。

以上から、最低賃金を引き上げるにしても中小零細企業の現状を最大限に考慮して

行うべきである。


